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貸　　　借　　　対　　　照　　　表

東京電力フュエル＆パワー株式会社
資　　　産　　　の　　　部 負　債　及　び　純　資　産　の　部

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額
百万円 百万円

１６３，３７２ ８，７８１
３，８４１ ２，３７８

７３６ １，２４１

１４６，０６１ ２，７２４

１２，７３２ １，２７４

１，１６１

３５８，４４９ ２７，５３２
５０９ ２７，５３２

４５４

２９

９

１６

３５３ ３６，３１３
３１６

　 ３７

３５７，５８６

３４２，６５５

３，６００

１１，３２５ ４８５，５０８
６

３０，０００

４３７，９８１

７，５００

４３０，４８１

１７，５２７

１７，５２７

１７，５２７

４８５，５０８

合　　　　　計 ５２１，８２２ 合　　　　　　計 ５２１，８２２

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

預 入 金

そ の 他

流 動 負 債

2020　年　３　月　31　日　現在

固 定 資 産

建 物

機 械 及 び 装 置

工 具 、 器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

借 地 権

建 設 仮 勘 定

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債



 日　　　から

 日　  　まで

東京電力フュエル＆パワー株式会社

（単位：百万円）

損 益 計 算 書

2019 　年 ４ 月 １

2020 　年 ３ 月 31

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　額

営 業 収 益

グ ル ー プ 運 営 収 入 ７，９６７

営 業 費 用

グ ル ー プ 運 営 費 用 ７，８１８

一 般 管 理 費 １３，５７７ ２１，３９６

営 業 損 失 １３，４２９

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 ２２４

受 取 利 息 １，１６０

そ の 他 ３１ １，４１６

営 業 外 費 用

分 割 事 業 に 係 る 精 算 費 用 １，２８５

そ の 他 ３１ １，３１６

経 常 損 失 １３，３２９

税 引 前 当 期 純 損 失 １３，３２９

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △ ７，２０１

当 期 純 損 失 ６，１２７



東京電力フュエル＆パワー株式会社
東 京 電 力 株 式 会 社 （単位：百万円）

　当事業年度期首残高 　 7,500    　 430,481  　 45       　 28,544   　 496,571  △ 1,691    　 494,880  

　当事業年度変動額

　　会社分割による減少 　 -        　 -        △ 45       　 45       　 -        　 -        　 -        

　　剰余金の配当 　 -        　 -        　 -        △ 4,935    △ 4,935    　 -        △ 4,935    

　　当期純損失 　 -        　 -        　 -        △ 6,127    △ 6,127    　 -        △ 6,127    

　　株主資本以外の項目の
　　当該事業年度変動額（純額）

　 -        　 -        　 -        　 -        　 -        　 1,691    　 1,691    

　当事業年度変動額合計 　 -        　 -        △ 45       △ 11,017   △ 11,062   　 1,691    △ 9,371    

　当事業年度末残高 　 7,500    　 430,481  　 -        　 17,527   　 485,508  　 -        　 485,508  

-          

資本準備金

資本剰余金

特定災害
防止準備金

利益剰余金

その他利益剰余金

-          

30,000     

30,000     

-          

-          

-          

純資産
合計

その他有価証券
評価差額金

株主資本
合計

資本金

株  主  資  本  等  変  動  計  算  書
2019 年 ４ 月 １ 日 か ら
2020 年 ３ 月 31 日 ま で

繰越利益剰余金

その他
資本剰余金

評価・換算差額等株主資本

（別



  

（１） 

  

個 別 注 記 表 
 2019 年 ４ 月 １ 日から 
 2020 年 ３ 月 31 日まで 

  東京電力フュエル＆パワー株式会社 

 
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式は移動平均法による原価法によっている。 
  
２．固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産は定率法によっている。 
    無形固定資産は定額法によっている。 

 
３．引当金の計上基準 

  退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によ 
っている。 
過去勤務費用は、その発生時に全額を費用処理している。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法によ 
り按分した額を、それぞれ発生の当事業年度から費用処理している。 

 
４．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
 
【表示方法の変更に関する注記】 
   準拠法令の変更 
    2019 年４月１日付で、当社の燃料受入・貯蔵・送ガス事業及び既存火力発電事業等を会社分割の方法によって株式会社ＪＥＲＡ 

に承継したことで、当社は電気事業法で定める「発電事業者」の適用外となった。このことにより、2019 年４月以降の計算書類に 
ついては、「電気事業会計規則」の対象から外れ「会社計算規則」に基づき作成している。 

 
【貸借対照表に関する注記】 
１．有形固定資産の減価償却累計額   900 百万円 
 
２．保証債務等                                                              

      保証債務 
従業員の持ち家財形融資等による金融機関からの借入金に対する保証債務      10,476 百万円 
うち、10,437 百万円は当社以外にも連帯保証人がいる保証債務である。 
 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
   長期金銭債権    3,600 百万円   短期金銭債権   11,882 百万円   短期金銭債務   2,873 百万円 
    

【損益計算書に関する注記】 
関係会社との取引高 
営業取引による取引高        費用    17,623 百万円   収益    7,948 百万円 
営業取引以外の取引による取引高             55 百万円         1,054 百万円 

 
【株主資本等変動計算書に関する注記】 
１． 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 
   普通株式      15,400,000 株 

  
２． 当事業年度中に行った剰余金の配当 

(１) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2019 年６月 26 日 
定時株主総会 

普通株式 4,935 百万円 320 円 45 銭 2019 年３月 31 日 2019 年６月 27 日 

 
(２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2020 年６月 25 日の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案する予定である。 
配当金の総額      1,920 百万円 
１株当たり配当額     124 円 67 銭 
基準日            2020 年３月 31 日 
効力発生日        2020 年６月 26 日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定している。 
 
【税効果会計に関する注記】 
  繰延税金資産の発生の主な原因は、組織再編に伴う関係会社株式であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年金費用である。 

なお、将来減算一時差異と将来加算一時差異の解消見込額を相殺した純額の繰延税金資産から同額の評価性引当額を控除しているた 
め、繰延税金資産及び繰延税金負債は貸借対照表に計上していない。 
また、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年３月 31 日 法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグ 
ループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行 
に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年３月 31 日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会 
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 平成 30 年２月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負 
債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。 

 

 

 



  

（２） 

 

【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

資金運用は短期的な預金等に限定している。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2020 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。 

 

                                                        （単位：百万円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

預入金 146,061 146,061 － 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

預入金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 関係会社株式 342,655 百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認 

められることから、時価開示の対象としていない。 

 
【関連当事者との取引に関する注記】 
１．親会社 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（※１）資金の預入は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、市場金利を勘案して利率を合理的に決 

      定している。なお、取引が反復的に行われているため、取引金額の記載は省略している。 
（※２）利息の受取は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 
（※３）経営指導料は、親会社への集中化により品質や効率の向上が期待される業務等について、親会社に一括して委託するもので 

あり、原価並びに市況を勘案し合理的に算定し、協議のうえ決定している。 
 
２．関連会社 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
    （※）経営指導料は、株主が JERA から一括受託するものであり、原価並びに市況を勘案し合理的に算定し、協議のうえ決定して 

いる。 
 
【１株当たり情報に関する注記】 
１．１株当たり純資産額 31,526 円 56 銭  
 
２．１株当たり当期純損失  397 円 91 銭 

 
【その他の注記】  

共同支配企業の形成 
当社は、2018 年５月９日開催の取締役会において、当社の燃料受入・貯蔵・送ガス事業及び既存火力発電事業等（以下、「本件事業」
という）を会社分割の方法によって、株式会社ＪＥＲＡ（以下、「ＪＥＲＡ」という）に統合させるため、ＪＥＲＡとの間で吸収分
割契約（以下、「本件吸収分割契約」という）を締結することを決議し、同日、本件吸収分割契約をＪＥＲＡと締結した。また、2018
年６月 27 日開催の株主総会において、本件吸収分割契約について、承認を得た。これに基づき、2019 年４月 1 日、当社は本件事業
をＪＥＲＡに承継させた。 
なお、ＪＥＲＡは本件吸収分割契約の締結と同時に、中部電力株式会社（以下、「中部電力」という）との間にも別途吸収分割契約
を締結し、中部電力の燃料受入・貯蔵・送ガス事業及び既存火力発電事業等を同時に承継した。 

 
(1) 取引の概要 

① 対象となった事業の名称及び当該事業の内容 
ガス・ＬＮＧ販売事業、ＬＮＧ受入・貯蔵・送ガス事業、既存火力発電事業及び既存火力発電所のリプレース・新設事業
並びにこれらに付帯関連する事業 

② 企業結合日 
         2019 年４月１日 
 

種類 
会社等の 

名称又は氏名 
事業の内容 
又は職業                        

議決権等の
所有 

(被所有) 
割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

親会社 
東京電力ホー
ルディングス
株式会社 

電気事業 
（被所有） 

直接 
100% 

資金貸借取引 
役員の兼任 

資金の預入
（※１） 

－ 預入金 146,061 

利息の受取 
（※２） 

1,054 
流動資産 
その他 

－ 

経営指導契約
料等の支払 
（※３） 

17,513  未払費用 1,654 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

事業の内容 
又は職業                         

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

関連会社 株式会社ＪＥＲＡ 
電気事業 
ガス事業 

燃料調達事業 

所有 
直接 50% 

役員の兼任 経営指導契約料
の受取（※） 

7,936  売掛金 727  



  

（３） 

 
③ 企業結合の法的形式 

         当社を分割会社とし、ＪＥＲＡを承継会社とする吸収分割 
④ 結合後企業の名称 

         株式会社ＪＥＲＡ 
⑤ その他取引の概要に関する事項 

当社は、2017 年６月８日、中部電力との間で、両社の燃料受入・貯蔵・送ガス事業及び既存火力発電事業等をＪＥＲＡへ
統合（以下、「本事業統合」という）する旨の合弁契約を締結した。また、2018 年２月 27 日、本事業統合の諸条件や手続
きに関する事項等を定めた関連合意書（以下、「本関連合意書」という）を締結した。これらに基づき、ＪＥＲＡに、本
件事業を統合させることとした。 
 

⑥ 共同支配企業の形成と判定した理由 
この共同支配企業の形成にあたっては、当社と中部電力との間で、両社がＪＥＲＡの共同支配企業となる合弁契約及び本
関連合意書を締結しており、企業結合に際して支払われる対価は全て議決権のある株式である。また、その他支配関係を
示す一定の事実は存在していない。したがって、この企業結合は共同支配企業の形成であると判定した。 

 
   (2) 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号平成 31 年１月 16 日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号平成 31 年１月 16 日）に基づき、共同支配企業の形成として処理している。
  

  

 


